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■ 企業単独型における受入れ対象者の範囲 

 

 「技能実習１号イ」で受入れることができる技能実習生の範囲は、本邦の公

私の機関と次のいずれかの関係を有する外国の事業所の職員とされています。 

① 本邦の公私の機関の外国にある事業所（支店、子会社又は合弁企業など） 

② 本邦の公私の機関と引き続き１年以上の国際取引の実績又は過去１年間

に 10 億円以上の国際取引の実績を有する機関 

③ 本邦の公私の機関と国際的な業務上の提携を行っているなどの事業上の

関係を有する機関で法務大臣が告示をもって定めるもの。 

 

■ 実習実施機関（受入れ企業）の役割 

 

 企業単独型における実習実施機関の役割は、団体管理型における役割に加え、

技能実習生の選抜に始まり、入国当初から自ら作成した技能実習計画に従って

技能実習を行うこと、技能実習生に対する講習を実施すること、技能実習生の 

帰国旅費の確保を単独で行うことなどの義務があり、団体監理型と比較しその 

役割は非常に重要であるといえます。 

 

■ 「技能実習１号イ」の受入れ要件 

 

「技能実習１号イ」で行うことができる活動は、実習実施機関との雇用契約 

に基づいて行う技能等の修得活動であり、その活動には講習による知識の修得

活動を含むこととされていますが、以下の要件をいずれも充足する必要があり

ます。 

      

    
 



 （１）技能実習生に係る要件 

    ①海外の支店、子会社または合弁企業の職員で、当該事業所から転勤 

     し、または出向する者であることが必要です。 

    ②修得しようとする技能等が単純作業でないこと。 

    ③18 歳以上で、帰国後に日本で修得した技能等を生かせる業務に就く 

     予定があること。 

    ④母国で修得することが困難である技能等を修得するものであること。 

⑤技能実習生（その家族等を含む）が、送出し機関（技能実習生の送 

出し業務等を行う機関）、実習実施機等から、保証金などを徴収され

ないこと。また、労働契約の不履行に係る違約金を定める契約等が 

    締結されていないこと。 

（２）実習実施機関に係る要件 

   ①次の科目についての講習（座学で、見学を含む）を「技能実習１号 

    イ」活動予定時間の６分の１以上の時間（海外で１月以上かつ 160 

    時間以上の事前講習を実施している場合は、12 分の１以上）実施す 

    ること。 

ア． 日本語 

イ． 日本での生活一般に係する知識 

ウ． 入管法、労働基準法等技能実習生の法的保護に必要な情報 

エ． 円滑な技能等の修得に資する知識 

     なお、上記ウの講義は、専門的知識を有する講師（内部職員でも可） 

     が行うこととされ、また、入国後技能等の修得活動に入る前に実施 

     することが求められます。 

    ②他に技能実習指導員や生活指導員の配置、技能実習日誌の作成等、 

     技能実習生に対する報酬、宿舎の確保、労災保険等の保障措置その 

     他団体監理型における実習実施機関に係る要件と同様の要件があり 

     ます。 

 （３）技能実習生の受入れ人数枠 

   「技能実習１号イ」による技能実習生の受入れ人数枠は、以下の表のと 

    おりです。 

 （４）滞在期間 

    団体監理型と同様です。 

 （５）不正行為 

    団体監理型と同様に技能実習生に対する不正行為があった場合には、 

    一定期間の技能実習生受入れ停止と再発防止に必要な改善措置が求め 

    られます。 

 

 



■ 「技能実習２号イ」への在留資格変更の要件 

 

「技能実習２号イ」で行うことができる活動は、｢技能実習１号イ｣で修得し 

た技能等に習熟するため、法務大臣が指定する実習実施機関との雇用契約に 

基づいて、当該機関において当該技能等を要する業務に従事する活動とされ 

ています。 

「技能実習２号イ」への在留資格変更申請は、「技能実習１号イ」で在留し

ていた者に限られますが、以下の要件を充足する必要があります。 

 

（１）技能実習生に係る要件 

  「技能実習２号ﾛ」における技能実習生に係る要件と同様です。 

（２）実習実施機関に係る要件 

  ｢技能実習２号ﾛ｣における実習実施機関に係る要件と同様です。 

（３）技能実習生の受入れ人数枠 

  「技能実習２号イ」では、実習実施機関における技能実習生の人数枠は 

   特に設けられていません。 

（４）滞在期間 

  「技能実習２号ﾛ」における要件と同様です。 

 

■ 移行対象職種と移行評価 

 

（１）「技能実習２号イ」への移行対象職種・作業 

   団体監理型と同様です。 

（２）｢技能実習２号イ｣への移行評価 

   ①「技能実習１号イ」の成果評価 

    団体監理型と同様です。 

   ②技能実習計画の評価 

    団体監理型と同様です。 

 

■ 技能実習計画の作成 

 

（１）「技能実習１号イ」計画の作成と履行 

   団体監理型と同様です。 

（２）「技能実習２号イ」計画の作成と履行 

   団体監理型と同様です。 

 

■ 技能実習生の処遇 

 



（１）講習機関中の処遇 

  「技能実習１号イ」では技能実習生は、入国当初が出張状態である場合 

  を除き、基本的に実習実施機関との雇用関係にあるので、講習手当等 

  特別な措置は必要ありません。 

（２）技能実習１号及び２号活動期間中の処遇 

  団体監理型と同じです。 

 

 

 

 

実習実施機関の常勤職員総数 技能実習生の人数 

A  常勤職員総数の２０分の 1 

３０１人以上 常勤職員総数の２０分の 1 

２０１人以上 ３００人以下 １５人 

１０１人以上 ２００人以下 １０人 

 ５１人以上 １００人以下 ６人 

 

 

B 

 ５０人以下 ３人 

（注）常勤職員（外国にある事業所に所属する常勤の職員及び技能実習生を除く） 

    B は法務大臣が告示をもって定める場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業単独型企業単独型企業単独型企業単独型におけるにおけるにおけるにおける技能実習生技能実習生技能実習生技能実習生のののの受入受入受入受入れれれれ人数枠人数枠人数枠人数枠    



 

 

 

 

●技能実習事業監理（１ヶ月ごとの全体ミーティング、３ヶ月ごとの個別 

面談・カウンセラー、評価等、相談、助言、課題に対する解決支援） 

 ●実習指導員及び生活生活指導員による報告書様式作成・提供 

 ●技能実習生報告書（日報･週報）様式作成・提供 

 ●租税条約に関する届出書（所轄税務署とご相談ください）情報の提供 

 ●同上記載見本 用紙 

 ●在留カード申請時の援助（入国管理局） 

 ●技能実習生一次帰国発生時の援助 

 ●母国語通訳派遣・申請 

●病気帰国時の援助、入国管理局への代理申請 

●技能実習先変更時の援助、入国管理局への代理申請 

●大事故発生時の行政官庁への報告援助 

●行方不明者発生時の援助、入国管理局への代理申請 

●技能実習生トラブル発生時の相談・解決支援 

●帰国報告書の作成援助、入国管理局への代理報告 

●帰国後のフォローアップ調査報告・就業状況報告、入国管理局への 

 代理報告 

 

上記、いずれも受任業務は報酬（消費税を加算）以外に、交通費・宿泊費・ 

収入印紙代・郵送料は別途、実費をご請求申し上げます。 
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